
令和５年度 滋賀県障害者雇用対策本部本部員会議 次第 

 

 開 催 日：令和６年２月 20 日(火) 

県政経営会議終了後 

                  開催場所：災害対策本部室 

 

  １ 開 会 

    

 

２ 議 題 

 

(1) 障害者雇用の現状について 

 

 

(2) 各部局における次年度の取組について 

 

 

(3) 障害者雇用促進に向けた関係諸団体等との連携について 
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障害者雇用の現状と雇用促進の取組

●滋賀県内に本社のある民間企業の障害者雇用状況 （令和５年６月１日現在）

・ 実雇用率は2.52％で過去最高を更新、対前年比0.06ポイント上昇

・ 法定雇用率達成企業割合は59.2％、対前年比0.6ポイント上昇

● 滋賀県の公的機関等の障害者雇用状況 （令和５年６月１日現在）

・ 県市町等の28機関のうち、未達成機関は10機関、法定雇用不足数は合計で56.0人

●滋賀県内のハローワークにおける就職件数は、１，３４９件で２年連続増加 （令和４年度）

県内ハローワークにおける職業紹介状況

１．障害者雇用の現状

法定雇用率：平成30年～令和2年は2.2％、令和3年以降は2.3％

2．障害者の雇用促進の取組

令和６年２月 滋賀労働局

障害種別就職件数の推移

労働局・ハローワークにおける取組

〇障害者向けチーム支援

就職を希望する障害者に対し、ハローワークを中心に福祉施設や障害者就業・生活支援センター（働き・暮らし応

援センター）等の職員とチームを結成し、就職から職場定着までの一貫した支援を実施。

〇 企業向けチーム支援

障害者雇用の経験・ノウハウが不足している障害者雇用ゼロ企業等に対し、関係機関とチームを結成し、雇入れ

準備から採用後の定着支援までの一貫した支援を実施。

〇精神・発達障害者しごとサポーター養成講座の開催

近年、精神障害および発達障害のある方の雇用が増加している中、これらの方々が安定して働き続けられる職場

環境づくりが重要であることから、一緒に働く従業員を主な対象とした、障害等に関する基礎的な知識や情報を提供

するための講座を開催。

障害者雇用に関する優良な中小事業主の認定制度（もにす認定制度）

この認定制度を通じて、企業の社会的認知度を高めるとともに、地域で認

定を受けた事業主が障害者雇用の身近なロールモデルとして認知され、地

域全体の障害者雇用の取り組みが一層推進されることを目的としている。

企業と障害者が、明る

い未来や社会の実現に

向けて

という思いをこめて、

愛称を「もにす」と名

付けられました。

と も に す す む
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※滋賀県内の認定企業（令和５年12月31日現在）

・ （株）クレール （犬上郡多賀町）・ 電気硝子ユニバーサポート（株） （大津市）

・ （株）星光舎 （甲賀市）・ パナソニックアソシエイツ滋賀（株） （彦根市）

・ 宮川バネ工業（株） （東近江市）・ カルビー・イートーク（株） （湖南市）

・ キンカンビジネスアソシエイツ（株） （草津市）・ 綾羽株式会社 （大津市）

（％）

障害者雇用率達成状況

（件）

（％）
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38事業

817,147 千円

- 千円 【健福】

6,444 千円 【教育】

9,500 千円 【健福】

1,588 千円 【健福】

【新規】 6,908 千円 【健福】

9,338 千円 【健福】

18,241 千円 【商労】

15,318 千円 【商労】

1,888 千円 【商労】

5,000 千円 【商労】

3,605 千円 【健福】

500 千円 【健福】

5,204 千円 【健福】

5,494 千円 【健福】

― 千円 【健福】

― 千円 【健福】

2,255 千円 【農水】

4,380 千円 【農水】

150,548 千円 【商労】

1,593 千円 【商労】

－ 千円 【土木】

－ 千円 【会計】

60 千円 【会計】

93,403 千円 【教育】

135,191 千円 【教育】

35,336 千円 【教育】

26,926 千円 【教育】

61,310 千円 【総務】

31,682 千円 【教育】

3,170 千円 【企業】

39,401 千円 【病院】

※ （46,819） 千円 【総合】

― 千円 【総合】

63,798 千円 【健福】

59,724 千円 【健福】

9,671 千円 【健福】

9,671 千円 【商労】

－ 千円 【総務】

※障害者雇用にかかる費用算出が困難であるため、事業費全体を掲載

障害福祉サービス事業所の農業技術向上支援事業

令和6年度予算額　計

職業的自立と社会参加をめざした職業教育充実事業

児童生徒の健全育成に係る県と市町の連携協定

障害福祉サービス事業所の仕事おこし支援事業

しが障害者施設応援企業認定制度

ビルメンテナンス研修による障害者就労促進事業

障害者介護職員養成事業

障害者委託訓練事業

障害者総合実務訓練事業

職場適応訓練事業

障害者トライワーク支援事業

就労移行支援促進事業

就労系障害福祉サービスの支援力向上事業

障害者差別解消総合推進事業

障害者優先調達の推進

障害者就労ネットワーク事業

農業者と福祉事業者等の連携推進

「Made in SHIGA」企業立地助成金

チャレンジドＷＯＲＫ運動推進事業

職場適応支援員の任用

県立学校障害者雇用推進事業

建設工事入札参加資格審査に係る優遇制度

ナイスハート物品購入制度

学校業務嘱託員（障害者雇用）の任用

学校事務補助員（障害者雇用）の任用

社会政策推進に配慮した入札等の実施

しがのふるさと支え合いプロジェクト

障害者チャレンジ雇用推進事業

障害者チャレンジ雇用推進事業

障害者雇用推進事業

障害者雇用推進事業

人権啓発活動推進事業

じんけん通信発行事業

滋賀県障害者就業・生活支援センター事業(生活支援等事業)

働き・暮らし応援センター事業 （定着支援員設置）

働き・暮らし応援センター事業 （職場開拓員設置）

障害者雇用のあり方検討ワーキングチーム会議

発達障害者支援センター運営事業

各部局の障害者雇用関連施策一覧

目指す方向
○障害のある人が、その能力と適性に応じ、多様な働く場に参加し、自立した生活を

送ることができる社会づくりをめざします。

令和６年度施策体系

目 標

○障害のある生徒・学生の一般就労への促進

○障害者の知識・能力の向上による一般就労への促進

○障害福祉サービス事業所等から一般就労への促進

○障害者雇用への理解促進と雇用のための受け皿整備の促進

労

働

局

連 携

１.教育

現場に

おける

支援

２.知識・

技能の

向上

３.一般

就労への

移行支援

４.障害者

雇用の

理解

促進と

雇用の

受け皿

整備

５．雇用

促進に

向けた

総合的

支援

連 携
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【健康医療福祉部の取組】 

○令和６年度の事業実施予定 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
○ 児童生徒の健全育成に係る県と市町の連携協定 
・ 県立学校へ進学した児童生徒のうち、特別な支援を必要とする者が、切れ目のない支援を受けられるよ

う、県と市町、教育委員会と福祉部局の枠を超えて、連携した支援を行う。(Ｒ３．４～) 
≪協定に基づく連携：相談件数の実績≫ ７３６件（R4年度） 

  
○ 障害者介護職員養成事業 
新 ビルメンテナンス研修による障害者就労促進事業 

・ 障害者の雇用の場の確保および拡大を行うため、慢性的な人材不足が続いているビルメンテナンス
業界およびビルメンテナンス事業者への障害者就労の促進を図る。 

○ 障害福祉サービス事業所の農業技術向上支援事業 
・ 障害者の農業分野での就労促進と事業所の工賃向上を図るため、農業に取り組む事業所に、農業技術

の専門家(４名)を派遣し、アドバイスを行う。≪R５年度事業実績（R５.１２月末現在）≫５事業所 

 
○ 就労移行支援促進事業 

・ 就労移行支援事業所の職員等を対象に、就労アセスメント手法に関する研修や障害者が働く企業での
現場実習など、基本的な支援技術に関する研修を実施する。 
≪R５年度事業実績≫13名受講 

○ 就労系障害福祉サービスの支援力向上事業 
・ 事業所等において就労支援に携わる職員の専門性を高めるため、ジョブコーチ養成研修を受講する際

の費用を補助する。≪令和５年度事業実績（R6.1月末現在）≫16名 
○  障害者就労ネットワーク事業 

・ 企業・福祉・教育・行政等の関係機関による協議の場を設置し、障害者の一般就労およびその後の職場
定着の促進ならびに安定的な収入の確保による経済的な自立および社会参加に係る検討を行う。また、
一般就労する障害者の円滑な就業生活と職場での定着を図るため、入職前に働く上での基礎知識を学
ぶ研修や横のつながりをもつ交流会を実施するとともに、入職後に「学びの場」等の研修を行う。 

 
○ 障害者優先調達の促進 

・ 県の各機関において、障害者就労施設等からの物品・役務の調達を優先的に行う。 
○ しが障害者施設応援企業の認定 

・ 障害者施設からの物品・役務の調達、同施設への資材の提供を行った企業を、しが障害者施設応援企
業として認定する。≪R５年度事業実績≫134社 

〇 障害者差別解消総合推進事業 
・ 障害者差別のない共生社会づくり条例に基づき、障害者差別を解消するため、障害の社会モデル研修、

出前講座の実施、合理的配慮の助成事業等の取組を行う。 

 
○ 障害者働き・暮らし応援センター事業（障害者就業・生活支援センター） 

・ 国の仕組みである障害者就業・生活支援センターに、職場開拓と定着支援を担う職員を県独自に加配
し、障害者の就労と雇用のニーズのマッチング、職場定着支援等を一体的に実施する。 

≪R５年度事業実績（R５.９月末現在）≫センター登録者（6,816名）のうち新規一般就労者数：210名 
○ 発達障害者支援センター運営事業 

・ 県内の大学や特別支援学校等に限らず、障害者支援施設や企業等、地域で発達障害者および発達障
害の疑いのある方に支援を行う関係機関へ心理士等の専門家を派遣し、助言等を行う。 

３．一般就労への移行支援 

資料２－１ 

４．障害者雇用の理解促進と雇用の受け皿整備 

２．知識・技能の向上 

１. 教育現場における支援 

５．雇用促進に向けた総合的支援 



○ 障害者働き・暮らし応援センター事業（障害者就業・生活支援センター） 

   ・県内各福祉圏域７カ所に国が設置する障害者就業・生活支援センターに、県独自で

職場開拓と定着支援の機能を付加し、障害者の就労ニーズと企業の雇用ニーズとのマ

ッチングおよび職場定着のサポートを一体的に行う。 

【R5】センターからの新規就職者 210 名（R5.9.30 時点） 

【商工観光労働部の取組】 

○令和６年度の取組 
 

 

 
 

○ 障害者委託訓練事業 

・企業、NPO法人、民間教育訓練機関等への委託により、各種訓練（知識・技能習得、

実践能力習得、特別支援学校早期訓練）を実施する。 

【R5】受講者 11名、中退者 1名、修了見込者 10名（R6.1.26現在 就職者2名） 

○ 障害者総合実務訓練事業 

・高等技術専門校に知的障害者を対象とした総合実務科（販売実務、ＯＡ事務の各コ

ース）を設け、訓練を実施する。 

【R5】入校者 4名（4月生 4名、10月生 0名） 

○ 職場適応訓練事業 

   ・公共職業安定所長の指示を受けた求職者に対して、企業等における実地作業 

訓練を行い作業環境への適応を図る。 

【R5見込み】対象者 0名 (R6.01.31時点) 

○ 障害者トライワーク支援事業 

   ・１週間程度の企業での就労体験を提供する。   

【R5】 利用者  148名（R5.9.30時点） 

２.知識・技能の向上 

資料２－２ 

５.雇用促進に向けた総合的支援 

○ チャレンジドＷＯＲＫ運動推進事業 

  ・滋賀労働局等と連携し、障害者雇用に取り組む契機づくりを行うことで、障害者の

就労に関する事業所や県民の関心を深める。 

◆障害者雇用優良事業所等知事表彰 

【R5】 障害者雇用優良事業所 2事業所、優秀勤労障害者 20名 

チャレンジドWORK推進事業所 １事業所 

◆障害者就職面接会の開催（10月、２月に県内各地域で実施） 

【R5】10月 参加求職者 120名、参加事業所 48事業所 

◆障害者雇用促進・定着推進セミナー 

県内事業所における障害者の雇用と定着の促進を図るため、雇用・定着セミナーを開催し

県内事業所への啓発を行う。 

【R5】 参加者 第1回：26名、第2回：36名 

○ 障害者雇用促進ガイドブックの作成 

４.障害者雇用の理解促進と雇用の受け皿整備 



【農政水産部の取組】 

○令和６年度の取組 
 

 

 

 
 

○「しがの農×福ネットワーク」運営事業 

  ・令和元年度に立ち上げた「しがの農×福ネットワーク（会員・団体数：69（令和５年

12月末時点））」の各会員等を対象とした勉強会および交流会を開催し、農福連携に

関する意識醸成、連携促進を図る。 

 

○農福連携マッチング等推進事業 

  ・専門のコーディネーターを設置し、農業者と福祉事業所等との農作業や農産物加工に係

る受委託のマッチング等を行う。（令和５年度事業実績見込み：５件）  

 

○多様な主体と中山間地域の農村集落等との協働活動の支援 

（しがのふるさと支え合いプロジェクト） 

中山間地域の活性化を目的に、地域の集落等と企業や大学、NPO 法人等が協働し、農作

業や棚田の保全活動、都市農村交流活動などを行うプロジェクト。県は協働活動のコー

ディネートや、相手先とのマッチング、協定を締結している団体等への支援を行う。 

（令和５年度関連実績：３件） 

４. 障害者雇用の理解促進と雇用の受け皿整備 

資料２－３ 



                             

【教育委員会の主な取組】 

〇令和６年度の取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇職業的自立と社会参加をめざした職業教育充実事業 

 

１ 社会的・職業的自立に向けた教育課程の研究 

（研究指定校 高等養護学校４校、知肢（知的障害・肢体不自由）併置県立特別支援学 

校８校、聾話学校） 

・しごと総合科における職業教育を中心とする教育課程の充実や、知肢併置校における職 
業コースの設置や知的障害の教育課程の研究を進める。 

・企業への授業公開や意見交換会等を開催し、企業の知見を積極的に学校現場に取り込 
み、カリキュラム・マネジメントの視点で授業改善を進める。 

・障害が重度重複化、多様化するなかで、生徒一人ひとりの教育的ニーズに応じた指導 
内容を検証する。 

   【R5】 

・高等養護学校４校に設置した職業学科「しごと総合科」および知肢併置校におけるコース 
別の教育課程の検証・改善 

・高等養護学校４校、知肢併置校８校、聾話学校における授業公開および意見交換会の開催（各

校年間２回実施） 
 

２ 「しがしごと検定」の実施（対象：県立特別支援学校高等部生徒） 

・就労への意欲関心を高め、意欲を喚起するとともに、働くために必要な基礎的な態度や 

技能を身に付けることを目的に、４種目の技能検定「しがしごと検定」を引き続き実施 

する。（第１回検定：８月、第２回検定：１月） 

    ・検定種目および協力企業 
①運搬陳列（㈱平和堂）②接客（㈱西武・プリンスホテルズワールドワイドびわ湖大津プ

リンスホテル）③清掃メンテナンス（㈱ティ・エム・エス）④事務補助（日東ひまわり亀

山㈱滋賀事業所） 
・検定種目ごとに指導者講習会、検定員講習会、スキルアップ授業の実施 

【R5】 

・令和５年度においては第１回、第２回ともに４種目で実施。第１回検定は 202 名が受検、

第２回検定は、令和６年１月 24 日時点で 219 名が受検した。 

・指導者講習会は６月、８月に種目別に実施 

・スキルアップ授業について、清掃メンテナンスはオンデマンド形式、運搬陳列はオンライン形

式で実施。事務補助および接客は集合形式で実施。 

 

３ 就労アドバイザーの配置による協力企業の拡大 

  ・特別支援学校生徒の職場実習と就職に向け、協力企業を拡大するとともに、生徒や保護者 
への就労アドバイスを実施することで、企業と生徒のマッチングを図り、就職率の向上 
につなげる。 

   【R5】就労アドバイザーによる訪問企業数 195 件（R5.12 末現在） 

 
 ４ 「しがしごと応援団」の活用促進 

   ・特別支援学校の職業教育を応援する企業登録制度「しがしごと応援団」に登録いただい 
た企業と学校とが連携し、職業教育を中心とした教育活動を充実させる。 

【R5】登録企業は 350 社（R6.1.1 現在） 

  

１.教育現場における支援 

資料２－４ 



1/5 

○滋賀県障害者雇用対策本部設置規程 

平成27年４月１日 

／滋賀県訓令第３号／企業庁訓令第３号／病院事業庁訓令第３号／教育委員会教育長訓令

第３号／警察本部訓令第15号／ 

改正 平成27年12月28日／訓令第42号／企業庁訓令第14号／病院事業庁訓令第13号／教

育委員会教育長訓令第22号／警察本部訓令第34号／ 

平成28年４月１日／訓令第８号／企業庁訓令第４号／病院事業庁訓令第４号／教育委員会

教育長訓令第４号／警察本部訓令第12号／ 

平成29年３月31日／訓令第４号／企業庁訓令第３号／病院事業庁訓令第３号／教育委員会

教育長訓令第３号／警察本部訓令第12号／ 

平成30年６月１日／訓令第19号／企業庁訓令第４号／病院事業庁訓令第４号／教育委員会

教育長訓令第９号／警察本部訓令第18号／ 

平成30年７月20日／訓令第23号／企業庁訓令第８号／病院事業庁訓令第８号／教育委員会

教育長訓令第13号／警察本部訓令第23号／ 

平成30年８月20日／訓令第32号／企業庁訓令第15号／病院事業庁訓令第14号／教育委員

会教育長訓令第21号／警察本部訓令第29号／ 

平成31年４月１日／訓令第６号／企業庁訓令第５号／病院事業庁訓令第５号／教育委員会

教育長訓令第５号／警察本部訓令第10号／ 

令和２年７月22日／訓令第38号／企業庁訓令第14号／病院事業庁訓令第13号／教育委員会

教育長訓令第19号／警察本部訓令第29号／ 

令和４年７月20日／訓令第21号／企業庁訓令第10号／病院事業庁訓令第９号／教育委員会

教育長訓令第10号／警察本部訓令第17号／ 

令和４年８月22日／訓令第34号／企業庁訓令第17号／病院事業庁訓令第15号／教育委員会

教育長訓令第18号／警察本部訓令第23号／ 

滋賀県障害者雇用対策本部設置規程を次のように定める。 

滋賀県障害者雇用対策本部設置規程 

（設置） 

第１条 障害者の雇用に係る施策について連絡調整を図り、総合的かつ効果的な推進を図る

ため、滋賀県障害者雇用対策本部（以下「対策本部」という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第２条 対策本部の所掌事務は、次に掲げるとおりとする。 

参考１
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(1) 障害者の雇用の推進に関する総合調整に関すること。 

(2) 経済団体、福祉団体等の関係機関との連絡調整に関すること。 

(3) その他障害者の雇用について必要な事項に関すること。 

（構成） 

第３条 対策本部の構成員は、次に掲げるとおりとする。 

(1) 本部長 

(2) 副本部長 

(3) 本部員 

(4) 幹事 

２ 本部長は、知事をもって充てる。 

３ 副本部長は、副知事をもって充てる。 

４ 本部員は、別表第１に掲げる職にある者をもって充てるほか、滋賀労働局職業安定部長

に委嘱する。 

５ 幹事は、別表第２に掲げる職にある者をもって充てるほか、滋賀労働局職業安定部職業

対策課長に委嘱する。 

６ 本部長は、第４項および前項に定めるもののほか、必要と認める者を本部員または幹事

に命じ、または委嘱することができる。 

（一部改正〔平28／訓令８／企業庁訓令４／病事庁訓令４／教育長訓令４／警本

訓令12／・平30／訓令19／企業庁訓令４／病事庁訓令４／教育長訓令９／警本訓

令18／〕） 

（構成員の職務） 

第４条 本部長は、対策本部の事務を総括する。 

２ 副本部長は、本部長を補佐し、本部長に事故があるとき、または本部長が欠けたときは、

滋賀県副知事の担任事務に関する規程（令和４年滋賀県訓令第39号）第１条第３号オに

掲げる事務を担任する副知事である副本部長がその職務を代理する。 

３ 本部員は、それぞれの職務に応じて所掌事務を行う。 

４ 幹事は、それぞれの職務に応じて本部員を補佐し、所掌事務を行う。 

（一部改正〔平27／訓令42／企業庁訓令14／病事庁訓令13／教育長訓令22／警本

訓令34／・平30／訓令19／企業庁訓令４／病事庁訓令４／教育長訓令９／警本訓

令18／・平30／訓令23／企業庁訓令８／病事庁訓令８／教育長訓令13／警本訓令

23／・平30／訓令32／企業庁訓令15／病事庁訓令14／教育長訓令21／警本訓令29
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／・令４／訓令21／企業庁訓令10／病事庁訓令９／教育長訓令10／警本訓令17

／・令４／訓令34／企業庁訓令17／病事庁訓令15／教育長訓令18／警本訓令23

／〕） 

（会議） 

第５条 対策本部の会議は、本部員会議および幹事会議とし、本部長が招集する。 

２ 本部員会議は、本部長、副本部長および本部員で構成し、第２条に規定する事項につい

て審議決定する。 

３ 幹事会議は、幹事で構成し、第２条に規定する事項について協議する。 

（一部改正〔平30／訓令19／企業庁訓令４／病事庁訓令４／教育長訓令９／警本

訓令18／〕） 

（庶務） 

第６条 対策本部の庶務は、健康医療福祉部障害福祉課、商工観光労働部労働雇用政策課ま

たは教育委員会事務局特別支援教育課において処理する。 

（一部改正〔平30／訓令19／企業庁訓令４／病事庁訓令４／教育長訓令９／警本

訓令18／〕） 

（その他） 

第７条 この規程に定めるもののほか、対策本部に関し必要な事項は、本部長が定める。 

付 則 

１ この訓令は、平成27年４月１日から施行する。 

（一部改正〔令２／訓令38／企業庁訓令14／病事庁訓令13／教育長訓令19／警本

訓令29／〕） 

２ 令和２年７月23日から同月31日までの間における第４条の規定の適用については、同

条第２項中「商工観光労働部を担任する副知事である副本部長がその」とあるのは、「そ

の」とする。 

（追加〔令２／訓令38／企業庁訓令14／病事庁訓令13／教育長訓令19／警本訓令

29／〕） 

付 則（平成27年／訓令第42号／企業庁訓令第14号／病事庁訓令第13号／教育長訓

令第22号／警本訓令第34号／） 

この訓令は、平成28年１月１日から施行する。 

付 則（平成28年／訓令第８号／企業庁訓令第４号／病事庁訓令第４号／教育長訓

令第４号／警本訓令第12号／） 
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この訓令は、平成28年４月１日から施行する。 

付 則（平成29年／訓令第４号／企業庁訓令第３号／病事庁訓令第３号／教育長訓

令第３号／警本訓令第12号／） 

この訓令は、平成29年４月１日から施行する。 

付 則（平成30年／訓令第19号／企業庁訓令第４号／病事庁訓令第４号／教育長訓

令第９号／警本訓令第18号／） 

この訓令は、平成30年６月１日から施行する。 

付 則（平成30年／訓令第23号／企業庁訓令第８号／病事庁訓令第８号／教育長訓

令第13号／警本訓令第23号／） 

この訓令は、平成30年７月20日から施行する。 

付 則（平成30年／訓令第32号／企業庁訓令第15号／病事庁訓令第14号／教育長訓

令第21号／警本訓令第29号／） 

この訓令は、平成30年８月20日から施行する。 

付 則（平成31年／訓令第６号／企業庁訓令第５号／病事庁訓令第５号／教育長訓

令第５号／警本訓令第10号／） 

この訓令は、平成31年４月１日から施行する。 

付 則（令和２年／訓令第38号／企業庁訓令第14号／病事庁訓令第13号／教育長訓

令第19号／警本訓令第29号／） 

この訓令は、令和２年７月23日から施行する。 

付 則（令和４年／訓令第21号／企業庁訓令第10号／病事庁訓令第９号／教育長訓

令第10号／警本訓令第17号／） 

この訓令は、令和４年７月20日から施行する。 

付 則（令和４年／訓令第34号／企業庁訓令第17号／病事庁訓令第15号／教育長訓

令第18号／警本訓令第23号／） 

この訓令は、令和４年８月22日から施行する。 

別表第１（第３条関係） 

（一部改正〔平28／訓令８／企業庁訓令４／病事庁訓令４／教育長訓令４／警本

訓令12／・平31／訓令６／企業庁訓令５／病事庁訓令５／教育長訓令５／警本訓

令10／〕） 

知事公室長 総合企画部長 総務部長 文化スポーツ部長 琵琶湖環境部長 健康医療

福祉部長 商工観光労働部長 農政水産部長 土木交通部長 会計管理者 企業庁長 
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病院事業庁長 教育委員会教育長 警察本部長 

別表第２（第３条関係） 

（一部改正〔平28／訓令８／企業庁訓令４／病事庁訓令４／教育長訓令４／警本

訓令12／・平29／訓令４／企業庁訓令３／病事庁訓令３／教育長訓令３／警本訓

令12／・平30／訓令19／企業庁訓令４／病事庁訓令４／教育長訓令９／警本訓令

18／・平31／訓令６／企業庁訓令５／病事庁訓令５／教育長訓令５／警本訓令10

／〕） 

知事公室 広報課長 

総合企画部 企画調整課長 人権施策推進課長 

総務部 人事課長 私学・県立大学振興課長 

文化スポーツ部 文化芸術振興課長 

琵琶湖環境部 環境政策課長 

健康医療福祉部 健康福祉政策課長 障害福祉課長 

商工観光労働部 商工政策課長 労働雇用政策課長 

農政水産部 農政課長 

土木交通部 監理課長 

会計管理局 管理課長 

企業庁 経営課長 

病院事業庁 経営管理課長 

教育委員会事務局 教育総務課長 高校教育課長 幼小中教育課長 特別支援教育課

長 

警察本部 警務課長 
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障害者の雇用確保・維持に関する要請書  

 

平素は、障害者雇用の促進について格別の御理解と御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

滋賀県内の民間企業に雇用されている障害者については、令和４年６月１日現在で、実雇用率

2.46%となり、法定雇用率を達成している企業の割合は 58.6％と、前年比で 4.6 ポイント上昇し

ました。しかし、４割強の企業で未達成となっており、また、障害者を１人も雇用していない企

業（障害者雇用ゼロ企業）は 219 社と、未達成企業に占める割合は 57.0%となっています。 

こうした中、令和５年３月１日に障害者の雇用の促進等に関する法律施行令の一部を改正する

ための政令が公布され、民間企業の法定雇用率が令和６年４月から 2.5％、令和８年７月から

2.7％に段階的に引き上げられることとなります。 

本県といたしましては、更なる障害者雇用の促進を図るため、労働、教育、福祉をはじめとす

る県関係部局および滋賀労働局で組織する「滋賀県障害者雇用対策本部」において、一体的かつ

総合的な取組を進めているところです。 

具体的には、滋賀県障害者プラン 2021 で定める令和８年度までに法定雇用率達成企業 70％と

いう目標を達成するため、滋賀労働局と連携して開催する障害者向け就職面接会や障害者の就労

体験（トライワーク）の活用等を通じて、雇用の拡大に向けた支援を行っているほか、新たに、

労働・福祉・教育等との関係機関を交えた協議会を開催し、障害者の一般就労および定着の推進

等にむけた検討を行います。 

加えて、今年度実施した障害者雇用状況調査の結果を踏まえ、好事例の周知や障害の特性に応

じた雇用の推進につなげるセミナーを開催し、県内企業における障害者の雇用と定着の促進を図

ります。 

貴団体には、障害者の雇用の促進と安定に、これまでも御尽力を賜っておりますが、一人でも

多くの障害者がその希望と能力に応じて多様な働く場に参画し、力を発揮できる環境づくりを進

めていくため、障害者雇用に係る国および県の取組に引き続き御協力いただくとともに、法定雇

用義務の有無に関わらず、障害者の一層の雇用促進とその定着に向けて、積極的に取り組んでい

ただきますよう、特段の御配慮をお願い申し上げます。 

あわせて、貴団体の構成団体・企業の皆様にも、障害者の雇用確保と維持について御理解賜り

たいことから、本要請内容を周知いただきますよう、よろしくお願い申し上げます。 

 

令和５年３月 日 

〇〇団体 代表〇〇 様 

滋賀県障害者雇用対策本部長  

滋賀県知事 

会員企業を有する団体用 

参考４



障害者の雇用確保・維持に関する要請書 

 

平素は、障害者雇用の促進について格別の御理解と御協力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

滋賀県内の民間企業に雇用されている障害者については、令和４年６月１日現在で、実雇用率

2.46%となり、法定雇用率を達成している企業の割合は 58.6％と、前年比で 4.6 ポイント上昇し

ました。しかし、４割強の企業で未達成となっており、また、障害者を１人も雇用していない企

業（障害者雇用ゼロ企業）は 219 社と、未達成企業に占める割合は 57.0%となっています。 

こうした中、令和５年３月１日に障害者の雇用の促進等に関する法律施行令の一部を改正する

ための政令が公布され、民間企業の法定雇用率が令和６年４月から 2.5％、令和８年７月から

2.7％に段階的に引き上げられることとなります。 

本県といたしましては、更なる障害者雇用の促進を図るため、労働、教育、福祉をはじめとす

る県関係部局および滋賀労働局で組織する「滋賀県障害者雇用対策本部」において、一体的かつ

総合的な取組を進めているところです。 

具体的には、滋賀県障害者プラン 2021 で定める令和８年度までに法定雇用率達成企業 70％と

いう目標を達成するため、滋賀労働局と連携して開催する障害者向け就職面接会や障害者の就労

体験（トライワーク）の活用等を通じて、雇用の拡大に向けた支援を行っているほか、新たに、

労働・福祉・教育等との関係機関を交えた協議会を開催し、障害者の一般就労および定着の推進

等にむけた検討を行います。 

加えて、今年度実施した障害者雇用状況調査の結果を踏まえ、好事例の周知や障害の特性に応

じた雇用の推進につなげるセミナーを開催し、県内企業における障害者の雇用と定着の促進を図

ります。 

貴団体には、障害者の雇用の促進と安定に、これまでも御尽力を賜っておりますが、一人でも

多くの障害者がその希望と能力に応じて多様な働く場に参画し、力を発揮できる環境づくりを進

めていくため、障害者雇用に係る国および県の取組に引き続き御協力いただくとともに、法定雇

用義務の有無に関わらず、障害者の一層の雇用促進とその定着に向けて、積極的に取り組んでい

ただきますよう、特段の御配慮をお願い申し上げます。 

 

令和５年３月  日 

〇〇団体 代表〇〇 様     

 

   

 

 滋賀県知事 

滋賀県障害者雇用対策本部長  

会員企業を有しない団体用 


